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ソローによる技術変化の測定法は、もしそれを採用すれば生産関数は必然的にコプーダグラス型
にならざるをえないD シャイクは、そのことを所得分配の恒等式から論証しているが、所得分配式
を用いないでも同じ結論はソローによる測定法の定義そのものから導出される。
他方、シャイク等の批判をよそに、実証的な手続きによる生産関数は、CESから VES生産関数へ
と一般化されてきた。しかし、ここでも所得分配式を考慮するなら、純粋に技術的な関係としての
生産関数が導出されうるのか疑問である。
キー ワー ド :CD生産関数、 CES生産関数、 VES生産関数、技術変化
経済学文献季報分類番号:02-21， 02-42 
はじめに
かつて、 1960年代には有名な「資本論争」があった。これに関して Harcourt([ 7 ])は、
これを二つのケンブリッジ派の対立として整理したすぐれた著書を残しているが、本論にお
いてはこの問題には立ち入らない。
いま資本論争は棚上げするとして、実証的な観点からするば、「実質資本ストックJをデー
タとして用いて統計的に信頼度の高い生産関数が導かれることもまた確かである。このよう
な事情から、私自身の考え方は、生産関数を「経験則Jと見ることである。たとえば、 Okun
はコプ・ダグラス生産関数(以下、 rCD関数」と記す)に批判的な立場(たとえば[16]，p .16) 
から、資本のデータを省いて産出量と失業率との関係を実証的に導いたが、これも経験則の
一つである。同じ考え方の延長線上で、資本のデータが利用可能ならば、それを利用した方
が生産量と労働雇用量との聞にもっと信頼度の高い関係がえられる、と私は考える。
しかるに、生産関数に関しては、もう一つ別の側面からの批判がある。それは所得分配の
恒等式と生産関数とをどのように峻別しうるか、という問題である。もし峻別できないとす
れば、たとえ信頼度の高い生産関数が導かれたとしても、それが投入量と産出量との問の純
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粋に技術的な関係を表すものかどうか、判断できないことになるo 本論はこの問題を考える
ことが目的である。
1 .ソロー:技術進歩の計測
Solow ([23])は、技術変化の計測を試みた1957年の論文において次のような生産関数を仮
定した。
Y=AF(K， L) ( 1 ) 
ここに Y=生産量、 K=実質資本ストッ夕、 L=労働投入量、そして Aは技術水準を表す指
標であり、それは時間 tの関数であるものとする。さらに、規模に関して収穫一定という仮定
を加えることにより、上の関数は
y=Af(x) :ただしy三 Y/L，x三 K/L ( 2 ) 
と書きかえられる。
次に、任意の変数zに対して g(z)三 (dz/dt) / zとすれば、(2 )式から
g(A) =g(y) -(jg(x) :ただし、。=Axf'/y=xf'/f ( 3 ) 
がえられる。 8は所得分配理論における限界生産力説(以下においては fMP説」と記す)の
下で資本の分配率を表す。
以上の準備の上で、Solowは入手できるデータに基づいて、g(y)， g(x)および8の各年の
値を求める。これらの値が確定すれば、(3 )式によってg(A)の値が確定するo さらに、基
準年 (Solowの場合は、期間中の最初の年=1909年)のAをlとすれば、 g(A)を用いるこ
とにより各年のAが求められることになる。
こうしてえられた Aの各年の値は表-1に再録されている。ただし、同表のAはSolow
の計算値そのものではなく、私が改めて計算した値であるoSolowの値と私のそれとの聞に
は数値に若干のズレが見られるが、それは無視してよい。いずれにせよ、えられた Aは各年
における生産の技術水準を表すものと見なされる。
次の段階として、 Solowは各年の q三 y/Aを計算する。残る問題は、(2 )式における q
とxとの聞にどんな関係が成立するか、ということである。これに関して Solowは次のよう
な5通りの式を特定化して、それぞれの回帰直線を推定している。
q=α+βx (4a) 
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q=α+βln (x) 
q=α一β/x
ln(q) =α+βln(x) 
「経験則Jとしての生産関数(堀江) 475 
(4b) 
(4c) 
(4d) 
ln(q) =α一β/x (4e) 
Solowの推定結果を見ると、各相関係数にはそれ程の聞きはないが、 (4d)式がベストであ
る。そこで (4d)式を採用して私が改めて推定した結果が(5 )式である。
ln(y/A) =-0.722 +0.344In(x) 
(456.8) (210.5) 
RR =0.9992， SE =0.0013， DW =0.34 
(5) 
なお、 RR、SEおよびDWは、それぞれ、自由度修正済決定係数、標準誤差およびダーピン・
ワトソン比であり、推定値の下の括弧内の数値は t値(絶対値)であるo 推定結果は、 DW
の値を別とすれば、見事なまでに良好なフィティングである。上の式から CD生産関数が導か
れることは言うまでもない。この方法は「残差法」と呼ばれて、技術進歩のその後の計測に
先鞭をつけたことも周知の事実であるo
ところで、もともと CobbとDouglasの生産関数は技術変化を考慮しない形で推定され、
しかもそれで良好な結果がえられたものであったo そこで念のために、 Solowのデータを用
いて、技術変化がないものとして CD関数を推定してみよう。その結果は次の式のようにな
る。
ln(y) = -0.935+0.845In(x) : RR =0.211， SE =0.196， DW =0.05 (5') 
(3.9) (7.4) 
上の二つの式の比較からわかるように、あらかじめ技術変化を組み込んで推定するかどう
かによってえられる結果は全く違ったものになる。二つの式における決定係数から判断して、
Solowの推定による生産関数は、当初から技術の変化を組み込んだ生産関数を仮定しなけれ
ば生産関数として成立しえない性質のものである。もうひとつ重要な点は、 ln(x)の係数の大
きな違いであるo (5)式における係数(=0.344)は、この期間における資本の分配率の平
均値(=0.341)にほとんど等しい値であるが、 (5')式におけるそれは分配率から大きく離れ
ている。CobbとDouglasによるオリジナルな CD関数においては、技術進歩を前提としない
で、 ln(x)の係数が分配率に近いものであったo
それではなぜSolowの(5 )式は良好な結果をもたらすのであろうか。この問題について
は第 5 節において考えることにして、しばらく Solow の「残差法J~こ従って分析を進めよう o
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2.技術進歩の型
Solowは、技術変化の計測に当たって(1 )式の生産関数を仮定しているが、これは「ヒ
ックス的J中立の技術進歩を当初から仮定していることに等しい。そこで改めて、次の式の
ような、より一般的な生産関数を仮定して技術変化を定式化しておこう。
Y=F(K， L， T) ( 6 ) 
ここに Tは技術水準を表す指標である。このとき、
g( Y) = (KFK/ Y)g(K) + (LFd Y)g(L) + (TFr/ Y)g(T) ( 7 ) 
が成立するo ただし、九三 θ'F/az(z=K，L， T)である。
通常、技術変化という場合に、それは上の式における右辺の最後の項を意味する。それを
Aで表せば、
A= (TFr/Y)g(T) 
であるo これは、技術水準 Tが1%変化したときに産出量 Yが何%変化するかを示す指標
であるoなお、本論においては技術進歩と技術変化とを明確に区別しているわけではないが、
A> 0ならば技術進歩があったと見なせばよい。
ここでもし所得分配理論における MP説を仮定すれば、(7)式は次のように書き換えられ
る(ただし、 1-8=LFdY)。
A=g( Y)一[侮(K)+ (1-8)g(L)] ( 8 ) 
この式は 1次同次の生産関数であれば具体的な形状がどのようなものであっても成立するも
のである。従って、もしg(Y)、g(K)、g(L)、。のデータがえられるならば、技術進歩が中
立的であるかどうかに関わらず、技術進歩率Aは確定する。
今度は、(6)式の代わりに次のように生産関数を要素増大的な形で表してみよう。
Y=F(BK， CL) (9 ) 
これに対応して、(7 )式は
g( Y) = 8[g(B) +g(K)] + (1-8) [g(C) +g(L)] 
と変形されるから、(8 )式により Aは次のように表される。
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A=g(Y)一[侮(K)+ (1-0)g(L) ] =侮(B)+ (1-0)g(C) (10) 
さて、よく知られているように、中立的な技術進歩と言う場合、それには三つの概念があ
る。今それを、(9 )式の生産関数に対応して分類すれば次のようになる o [詳しい説明につ
いては、たとえば、荒憲治郎『経済成長論j(岩波書庄、 1969.)第3篇・第1章が便利であ
る。]
( i ) g(B)ヰ0，g(C) = 0の場合:ソロー的中立
(ii) g(B) =0， g(C)宇 Oの場合:ハロッド的中立
(ii) g(B) =g(C)宇 Oの場合:ヒックス的中立
これら三つの場合のどれを前もって仮定するかによって g(B)およびg(C)の値は異なっ
てくる。それを次に定式化してみよう。
i )ソロー的中立の場合:この場合は、(10)式より次の式がえられる。
g(B) =A/O 
、????， ，?、
i)ハロツド的中立の場合:この場合は、やはり(10)式より次の式が成立する。
g(C) =A/ (1-0) (12) 
ii)ヒックス的中立の場合:この場合は、 B(t)=C(t)をA(t)と置き換えることにより、
g(A) =A (13) 
がえられる。前節における Solowが(13)式に基づいて g(A)を計算していることは明らかで
ある。
ついでながら、一般にはOく8く0.5と見なしてよいから、もしすべての年において A>Oで
あるなら、 g(A)くg(C)くg(B)、が成立する。しかし、 Solowのデータにおいては表-1に
見られるように Aがマイナスの年もあるので、必ずしも上の不等式は成立していない。試み
に、 Solowが掲載したデータを用いて(11)および(12)から BおよびCの各年の値を求め
てみようo それらの値も表-1に掲載しである。
そうなると続いて、関数(9 )式についても(4 )式と同様の推定が可能である。まず(9 ) 
式において C=lとおけば、 y=f(Bx)がえられるoまた B=1とすれば、 y/x=f(C/x)がえら
れる。これらの二通りの関数について、それぞれ(4)式と同様の推定が可能であるo結論から
言えば、二通りの関数のいずれの場合も (4d)式に従って推定した場合にペストの結果がえら
れるo 煩雑さを避けるため、ここでは(4d)式による推定式のみを示すなら、
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表-1 技術水準の計測
y x g(y) g(x) A A 
年 s s :Hicks 
1909 0.623 2.06 -0.011 0.019 -0.018 1 
1910 0.616 2.10 0.050 0.033 0.039 0.982 
1911 0.647 2.17 0.008 0.018 0.002 1.021 
1912 0.652 2.21 0.043 0.009 0.040 1.022 
1913 0.680 2.23 0.003 -0.013 0.007 1.063 
1914 0.682 2.20 -0.019 0.027 -0.028 1.071 
1915 0.669 2.26 0.046 0.035 0.034 1.041 
1916 0.700 2.34 -0.030 -0.056 -0.010 1.077 
1917 0.679 2.21 0.074 0.005 0.072 1.066 
1918 0.729 2.22 0.052 0.113 0.014 1.143 
1919 0.767 2.47 -0.060 0.045 -0.076 1.158 
1920 0.721 2.58 0.068 -0.012 0.072 1.071 
1921 0.770 2.55 0.023 -0.024 0.032 1.147 
1922 0.788 2.49 0.027 0.048 0.010 1.184 
1923 0.809 2.61 0.033 0.050 0.017 1.196 
1924 0.836 2.74 0.043 0.026 0.035 1.216 
1925 0.872 2.81 -0.003 0.021 -0.011 1.258 
1926 0.869 2.87 0.002 0.021 -0.005 1.245 
1927 0.871 2.93 0.003 0.031 -0.006 1.239 
1928 0.874 3.02 0.024 0.013 0.020 1.231 
1929 0.895 3.06 -0.017 0.078 -0.043 1.255 
1930 0.880 3.30 0.027 0.009 0.024 1.202 
1931 0.904 3.33 -0.028 -0.015 -0.023 1.231 
1932 0.879 3.28 -0.011 -0.055 0.010 1.202 
1933 0.869 3.10 0.060 -0.032 0.072 1.215 
1934 0.921 3.00 0.024 -0.043 0.039 1.302 
1935 0.943 2.87 0.041 -0.052 0.060 1.353 
1936 0.982 2.72 -0.011 -0.004 -0.010 1.434 
1937 0.971 2.71 0.030 0.026 0.021 1.420 
1938 1.000 2.78 0.034 -0.043 0.048 1.450 
1939 1.034 2.66 0.046 -0.011 0.050 1.520 
1940 1.082 2.63 0.037 -0.019 0.044 1.596 
1941 1.122 2.58 0.012 0.023 0.004 1.666 
1942 1.136 2.64 0.039 -0.008 0.041 1.672 
1943 1.180 2.62 0.072 0.004 0.071 1. 741 
1944 1.265 2.63 0.025 0.011 0.021 1.864 
1945 1.296 2.66 -0.063 -0.060 -0.044 1.903 
1946 1.215 2.50 -0.017 0.000 -0.017 1.820 
1947 1.194 2.50 0.023 0.020 0.016 1.789 
1948 1.221 2.55 0.044 0.059 0.025 1.817 
1949 1.275 2.70 
ln{y) =α+βln (Bx) :ソロー的中立
ln{y/x) =α+βln{C/x) :ハロッド的中立
となる。これらの推定結果を示したものが次の二つの式である。
ln{y) =一 0.752+0.37771n{Bx) 
(291.2) (253.6) 
RR =0.9994， SE =0.0053， D W =0. 70 
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B 
:Solow 
0.947 
1.060 
1.065 
1.194 
1.220 
1.115 
1.226 
1.192 
1.423 
1.480 
1.163 
1.425 
1.549 
1.596 
1.674 
1.850 
1.791 
1.767 
1.731 
1.831 
1.595 
1.706 
1.587 
1.628 
1.950 
2.165 
2.534 
2.464 
2.616 
2.998 
3.433 
3.854 
3.892 
4.345 
5.243 
5.570 
4.797 
4.531 
4.754 
C 
:Harrod 
0.973 
1.030 
1.033 
1.094 
1.107 
1.061 
1.116 I 
1.099 
1.224 
1.249 
1.103 
1.219 
1.281 
1.301 
1.333 
1.402 
1.380 
1.371 
1.358 
1.398 
1.308 
1.356 
1.311 
1.333 
1.483 
1.573 
1.718 
1.691 
1.745 
1.871 
2.015 
2.153 
2.165 
2.305 
2.552 
2.632 
2.464 
2.402 
2.460 
(14) 
(15) 
(16) 
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ln(y/x) = -0.713 +O.6624In(C/x) 
(668.4) (395.5) 
RR =0.9998， SE =0.0030， D W =0.28 
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(17) 
上の二つの結果をSolowの(5 )式と比較すれば、 DWの値は別として、むしろ上の式の
方が信頼度が高い。従って、当初からヒックス型の中立的技術進歩を仮定する必然性はない
と言える。
ところで、(16)および(17)式は、変形すればCD生産関数にたどり着く。たとえば、(17)
式を変形すれば
Y=exp(一0.71)KO.34 (CL) 0・66
となる。これはこれで間違いとは言えない。他方、よく知られているように、 CD生産関数を
仮定することはヒックス的な中立的技術進歩の充分条件であるo しかし、(16)および(17)
式は、CD関数であってもハロツド型あるいはソロー型の技術変化を表現しうる、ということ
を意味するものであろう。とはいえ、技術変化の型を確かめるためには、当初から CD型の生
産関数を仮定しないで、他の生産関数を想定して推定作業を行った方がよいかもしれない。
3. CES生産関数
Solowは前述の論文から 4年後に、こんどはArrow等との共著 ([1])という形で rCES
生産関数Jの開発に貢献した一人でもある。彼等は労働生産性と実質賃金率との聞に
ln(y) =αln(w) +α。:ω=実質賃金率、 α、α。=定数 (18) 
のような対数線形の関係が実証的に成立することに着目し、そこから数学的には積分の手続
きによって間接的にこの関数を導びいたものである。ここでは技術変化も考慮に入れて、そ
れを
y-ρ=bBK-ρ+cCL-ρ (19) 
によって表そう o ただし、 b、Cおよびpは定数、 BおよびCは(6 )式におけると同様に
時間 tの関数であるo さらに、 pと(18)式における αとの聞には、 p=l/α-1(孟-1)とい
う関係が成立しているものとする (p=Oなら CD関数である。)。
ところで、 Arrow等 ([1])と同様の方法で(18)式の推定を試みるためには賃金率のデー
タが必要であるが、その計算については後回しにするo 代わりに、分配率のデータを利用し
て(19)式が実証的に成立するかどうかを確かめてみよう。
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いま、(19)式から、
r=dY /dK=bB( Y /K)ρ+ 1， W = d Y / dL= cC ( Y / L)ρ+1 (20) 
が成立する。ただし、 fは利潤率である。これらの関係から、資本および労働の分配率は
。=bB ( Y / K)P， 1 -0 = cC ( Y / L)ρ 
と表せるo 両辺の対数をとることにより、上の2式は次のように書き換えられる。
ln ( 0/ B) = ln( b)+ρIn(Y/K) 
ln[ (1-O)/C] = ln(c) +pln( Y / L)
(21) 
(22) 
(23) 
もしCES生産関数が正しげれば、上の二つの関係式が成立するはずであるo従って、これ
を実証的に確かめればよい。確かめるべき一つは、ソロー中立的技術進歩を仮定して(即ち、
C=1として)、 (2)式が成立するかどうかであるo この場合、すでに付表に示された B(t)
は生産関数の形状には影響されない値であったから、このBをデータのーっとして用い、 ln
(b)とρとを推定することになる。その結果、
In(O/B) = -4.5340ー 2.54541n(Y / K) (24) 
(22.6) (14.0) 
RR=0.8340， SE=0.2140， DW=0.16 
がえられる。この式の決定係数は小さいわけではないが、しかし(5 )式に比して結果はか
なり劣る。さらに、 p=-2.5454くム1という結果は、 CES関数の前提に抵触する。
次に確かめるべきは、ハロッド中立的技術進歩を仮定して (B=1)、(23)式が成立するか
どうかであるo ここではすでに計算した Cをデータのひとつとして用いるo その結果、
In[(1-0)/C] =一o.9847 -1 .34 79ln ( Y / L) (25) 
(87.3) (29.9) 
RR ==0.9581， SE ==0.0605， D W ==0.38 
がえられるo これは (24)式に比べればかなり改善されている。従って、(18)式と併せて考
えれば、 CD関数を仮定した場合と同様にやはりハロツド中立的技術進歩が支配的であった
のではないか、との結論に誘われる。ところが、ここでも pく-1という結果になっており、
やはり CES関数の前提に抵触する。
上の二つの式は、ハツロド型あるいはソロー型のどちらかの中立性を仮定した上での計測
結果である。さらにもう一つ、ヒックス型中立を仮定した場合の推定結果を示す。この場合
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には、生産関数(19)式において B=Cとおけば、 (21)式によって
(1-8)/8= (c/b)xρ 
が成立する。両辺の対数をとって推定すれば、次の式がえられる。
In[(1-0)/O]ニO.7523-0.0998In (x) : RR =0.0006 
(7.9) (1.0) 
481 
(26) 
(27) 
以上の計測結果の範囲で言えば、技術進歩はハロッドの意味で中立的であったとするのが
最も蓋然性が高い。しかし、これだけの分析で結論を出すのは早計に違いない。もう一つ、
今度は賃金率と利潤率のデータを用いて(18)式を推定してみよう o ところで、 Solowのデ
ータには 0、yおよびxが示されているのみであるが、これらのデータによって実質賃金率ω
および利潤率 rを計算することができるo それらの値は表-2に示されている。これらのデ
ータを用いてまず (18)式を推定すれば、結果は次のようになる。
ln (y) =0.4048+0. 9758ln (w) 
(36.4) (51. 3) 
RR=0.9850， SE=0.0269， DW =1.33 
(28) 
この式は技術変化を考慮していないが[技術変化を考慮した式は(35)式で示される]、それ
にしても極めて良好な結果と言うべきであろう。となると、この式から CES関数を導いても
よいのであろうか。もしそれでよいとするなら、 (24)、(25)および (27)式の結果を無視す
ることになるo これは虫のよい解釈であるo これまでの推定結果-即ち (24)、(25)、(27)
および (28)ーのすべてを整合的に解釈するなら、最も自然な結論は、 (28)式のみから(あ
るいは、一般に(18)式のみから)CES関数を導くことは正しくない、ということであろう。
たとえば、現実の経済においては完全競争市場は支配的ではないかもしれない、従って、 MP
説は実証的には必ずしも成立しない、ということが考えられる。実際のところ、(18)式は、
もし αが1に近ければ「フル・コスト原理」を支持するものであると言ってもよい。なお、
利潤率を用いた推定結果については次の節で示す。
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表-2 賃金率と利潤率
年 。 1-0 r ω($ ) g(r) g(w) 
1909 0.335 0.665 0.101 0.414 -0.045 -0.004 
1910 0.330 0.670 0.097 0.413 0.032 0.042 
1911 0.335 0.665 0.100 0.430 -0.025 0.015 
1912 0.330 0.670 0.097 0.437 0.046 0.037 
1913 0.334 0.666 0.102 0.453 -0.011 0.016 
1914 0.325 0.675 0.101 0.460 0.011 -0.047 
1915 0.344 0.656 0.102 0.439 0.052 0.024 
1916 0.358 0.642 0.107 0.449 0.061 -0.048 
1917 0.370 0.630 0.114 0.428 -0.012 0.121 
1918 0.342 0.658 0.112 0.480 -0.021 0.033 
1919 0.354 0.646 0.110 0.495 -0.189 -0.009 
1920 0.319 0.681 0.089 0.491 0.250 -0.010 
1921 0.369 0.631 0.111 0.486 -0.037 0.072 
1922 0.339 0.661 0.107 0.521 -0.026 0.030 
1923 0.337 0.663 0.104 0.536 -0.036 0.044 
1924 0.330 0.670 0.101 0.560 0.036 0.034 
1925 0.336 0.664 0.104 0.579 -0.050 0.010 
1926 0.327 0.673 0.099 0.585 -0.030 0.008 
1927 0.323 0.677 0.096 0.590 0.019 -0.019 
1928 0.338 0.662 0.098 0.579 -0.007 0.033 
1929 0.332 0.668 0.097 0.598 -0.047 -0.039 
1930 0.347 0.653 0.093 0.575 -0.047 0.062 
1931 0.325 0.675 0.088 0.610 0.206 -0.131 
1932 0.397 0.603 0.106 0.530 -0.046 0.046 
1933 0.362 0.638 0.101 0.554 0.074 0.071 
1934 0.355 0.645 0.109 0.594 0.058 0.030 
1935 0.351 0.649 0.115 0.612 0.118 0.032 
1936 0.357 0.643 0.129 0.631 -0.055 0.015 
1937 0.340 0.660 0.122 0.641 -0.023 0.044 
1938 0.331 0.669 0.119 0.669 0.133 0.009 
1939 0.347 0.653 0.135 0.675 0.089 0.030 
1940 0.357 0.643 0.147 0.696 0.116 0.005 
1941 0.377 0.623 0.164 0.699 -0.066 0.047 
1942 0.356 0.644 0.153 0.732 0.006 0.061 
1943 0.342 0.658 0.154 0.776 0.037 0.088 
1944 0.332 0.668 0.160 0.845 -0.042 0.052 
1945 0.314 0.686 0.153 0.889 -0.009 -0.060 
1946 0.312 0.688 0.152 0.836 0.030 -0.039 
1947 0.327 0.673 0.156 0.804 0.018 0.015 
1948 0.332 0.668 0.159 0.816 -0.032 0.054 
平均 0.341 0.659 
4.偏りのある技術変化
前節までは中立的な技術変化のみを考慮してきた。その結果、 CES関数の「当てはまりJ
は非常に悪いことがわかった。その原因は技術変化の中立性を前提にしたことにあるかも知
れない。そこで、この節においては偏り (bias)のある技術変化を考えてみよう。
この場合においても(10)式が成立することには変わりはない。従って、 Aの値は Solow
のデータから確定するので、既知数である。しかし、(10)式にはg(B) とg(C) とのこつ
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の未知数があるから、この式だけではg(B)とg(C)との値は確定しない。そこで次のよう
な仮定を付け加えよう o
B=e.ゆ(βt)，C=ext(γt) (29) 
これらの仮定によって、 g(B)=β、g(C)ニ yとなるが、未知数の数が二個であることに変わ
りはない。しかし、これらを (21)式に代入すれば、次の(30)式がえられ、さらに両辺の対
数をとることにより (31)式がえられる。
。/(1-0)= (b/c)ext[(β-y) tJx-ρ 
ln[O/ (1-0) ] = ln(b/ c) + (β一γ)t一ρln(x)
(30) 
(31) 
上の式から(β一γ)およびρを推定することができるから、 (β一γ)の推定値をhとおくな
らば、
g(B) -g(C) = h (32) 
が成り立つ。かくして、(10)および (32)から g(B)およびg(C)を求-めることができるo
もし h=Oならば、ヒックス中立的な技術変化であるo そこで (31)式を推定するならば、次
の式がえられるo もはやCES関数は成立しないと断定して間違いなさそうであるo
ln[O/ (1-0) ] = -0. 7746-0.0009t+0.1407ln (x) : RR= -0.0129 
(7.7) (1.2) (0.7) 
ところで、 CES関数の正否を確かめるには、もう一つ別の方法もある。今度は(20)式を用
いるならば
ln ( r)= ln( b)+βt + (1 + p) ln (y / x)
ln(ω) =ln(c) +yt+ (1 +ρ) ln (y) 
(3) 
(34) 
が同時に成立しなければならない。 ωおよび fのデータが利用可能ならば、これらの式を推
定することができる。
ただし、ここで特に注意すべきことがある。すなわち、(10)式を用いるまでもなく、上の
二つの式から β、yおよびpの推定値が確定する、ということである。従って、この方法に
よって求められた g(B)およびg(C)は、厳密には、 (10)式を用いた「残差法Jとは計算
方法が異なるo この問題に関しては、後の節で再び触れる。しかも、 pは二つの式からそれぞ
れえられるが、それらの値は一致しなければならない。実際に推定した結果は次のようにな
る。
65 
484 関西大学『経済論集j第51巻第4号 (2002年3月)
fη(ω) = -0.2756-0.0051t+1.2838In(y) (35) 
(5.0) (2.6) (11.9) 
RR=0.9869， SE=0.0256， DW =1. 74 
ln (γ) = -1.2378+0.0014t+0.8786In (y/x) (36) 
(13.9) (1. 4) (13.5) 
RR=0.9319， SE=0.0497， DW =0.42 
これらの結果のうち、第2の式における技術変化率を表す係数は有意ではない。そこで、
この項を省いて再度推定するならば、次の式がえられる。
ln (γ) = -1.1326+0.9479 ln (y/x) 
(25.1) (23.1) 
RR=0.9304， SE=0.0503， DW =0.48 
(37) 
これら (35)--(37)式から言えることは、やはりハロッド型の技術変化があったのではな
いか、という程度である。 pに関しては確定的な値はわからない。
念ために注釈を付ける。 CES関数を確かめるには先の (20)式の代わりに (21)式を用い
ても論理的には同じ結論に至るはずである。 (21)式を対数変換することにより
ln (8) = ln(b) +βt+pln(y/x) 
In(1一θ)= ln(c) +yt+ρln(y) 
がえられるo これらの式をそれぞれ推定した結果を次に示そう。
In(8) =-1.151-0.0006t+0.0907In(y/x) : RR=-0.014 
(17.5) (0.8) (1.2) 
In(1-8)=-0.276-0.0051t+0.2838In(y) : RR=0.109 
(5.0) (5.0) (2.6) 
5.なぜCD関数はフィッテイングがよいのか
(38) 
(39) 
前節においては、Solowと同じデータを用いてCES生産関数の導出を試みた。常識的には
CESよりも CD関数は成立条件が厳しいわけであるから、CD関数が実証されるなら CESは
より高い信頼度で実証されるはずである。しかし、期待に反して結果は失敗であった。それ
では、なぜSolowのCD関数はプイツティングがよいのか。その理由は、「残差Jとして定義
された技術変化の測定法そのものにあるoそのことを第1節における Solowの式から簡単に
確認しておこう o
第1節における rq =y/AJの式は、 Solow自身の定義である。この式から直ちに、
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g(q) =g(y) -g(A) (40) 
がえられるが、 Solowはこの式を用いなし」しかるに、この式と(3 )式とから容易に次の
式がえられるo
g(q) =侮(x) (41) 
ここで8が定数であれば、上の式を積分することによって、 ln(q) = 8ln (x) +積分定数。これ
によって (41)式は必ずCD関数にならざるをえない。実際、 Solowのデータを見ればわか
るように、 8はほぼ定数と見なしてよい。ところがSolowは(4 )式のような 5通りの推定式
を設定したが、そのことは彼が (41)式に気が付かなかったことを意味するものであろうo
ついでながら、 yとxとの関係を (x，y)座標上にグラフで表すことを考えてみよう。そ
こでSolowのデータを見ると、 g(x)>0の時にg(y)くOとなる年が何年かあるo このような
場合はグラフの勾配は「右下がり」になるo 同時に、このような場合は、 g(A)<g(y)くOと
なるから、 g(q)>0である。即ち、 (x，q)座標上に qとxとの関係をグラフで表すなら、必
ず「右上がりJの勾配になるo Shaikh ([21])が示した“HUMBUG"のようなデータであ
っても極めて良好な推定結果がえられるのは以上のような理由による。
6 .“HUMBUG"生産関数
ここで新たにマクロの所得分配式を導入しよう。即ち、
Y=wL+rK 
y=ω+r.x 
であるo いま (43)式を時間 tについて微分して、さらに
λ= (1-8)g(w) +匂(γ)
とおけば、次の式が成立する。
g(y) =λ+匂(x)
(42) 
(43) 
(44) 
(45) 
ところで、λは実質賃金率の成長率g(ω)と利潤率の成長率g(r)との加重平均であり、MP
説の下ではAと同じ値になる。ただし、 (45)式は所得分配の恒等式から導かれたものである
から、 λは生産関数も MP説も前提としない。この値がtのみの関数であって xの成長率と
は関連がないとすれば、上の式は次のように書き直せる。
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dy/y=λdt+ 8dx/x 
さらに、もし 8が定数と見なされるなら、この式の両辺を積分することにより、次の式がえ
られる。
ln (y) =~λdt + 8ln (x) + a : α=積分定数 (46) 
この式を書き換えることによって次の式が導かれるが、これは紛れもなく CD関数である。
y=Ax 1/: A=AoexpnλdtJ、Ao=定数 (47) 
以上の (47)式を導くまでのプロセスはShaikh([20J)によって示されたものである。こ
のプロセスにおいて特に重要な点は、生産の技術的な関係や、市場構造や、分配理論の一切
を仮定しないで、所得分配の恒等式のみが用いられていることである。もう一つ重要な点は、
分配率を一定としていることであるo歴史的に見れば、 8がほぽ一定であったことはKaldor
([10J)の「類型化された事実J(stylized facts)のーっとして広く認められている事実であ
るが、それを別としても、 Solowのデータにおいては 8を一定としても大過ない。
そうなると、現実のデータを収集してきて Solowのような方法で生産関数を推定したとし
ても、それは生産の技術条件を表すものではなく、単なる国民所得会計の恒等式を変形した
ものにすぎないのではないか。実際、 Shaikhは散布図の上で“HUMBUG"(fペテン師Jと
いう訳になるが)という文字の形になるデータを人工的に作成して、それでも統計的に極め
て信頼度の高いCD関数を導いたわけである。
7. ソローによる反論
前節に示されたような Shaikhの批判に対して Solowは反論を試みているが、そこには論
点のすり替えが見られる。ここでは、どこがすり替えであるかという点に限定して、Solowの
反論を再記する。
Shaikhの批判は単なる誤解であるとして Solowは、(10)式とは異なる技術進歩の測定方
法を提示している。それは、今日ではよく用いられる次のような推定式である。
ln(y) =α+βt + yln(k) :α、βおよびyは定数 (48) 
これによれば、“HUMBUG"データに基ずく回帰直線は
ln (y) = -0.1409+0.0053t-0.3307In(x) : RR=0.0052 
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となる。私の確かめたところでは、定数項が上の値と異なる以外はSolowと同じ結果になる。
ただし、 Solowにおいては (48)式のyはqとなっているが、これはyとすべきである(も
しqとすれば、決定係数は0.99……となる)。それはともかく、上の推定結果から、 Solowは
HUMBUGデータは無意味であると主張するo
そうであるならば、 Solowは自分自身のデータに関しでも同じ方法で推定すべきではなか
ったか。代わりに私が推定した結果が次の式である。
ln{y) = -0.4350+0.0185t-0.0811In(x) 
(9 . 0) (30 . 3) (1. 4) 
RR=0.9689， SE=0.038. DWニ0.80
この結果を見れば、決定係数は十分に大きいものではあるが、 ln(k)の係数は有意ではな
い。それ以上に問題となるのは係数の値がマイナスとなることであり、 Solowはこれを説明
すべきである。この問題を素通りして相手に対する批判のみを述べるのは片口詮議というも
のであろう。
どこがすり替えられたのか。 Solowは初めは(2 )式によって技術水準A(t)を定式化し
たが、これ自体は技術水準が一定の率で成長することを前提としない。その点が巧妙なとこ
ろであった。ところが、 (48)式においてはCD関数を前提にし、さらに技術水準が一定の成
長率βで成長することを仮定しているo つまり、 (48)式は(2 )式よりも制約条件が一段と
厳しくなっているのである。そのためにShaikhのみならずSolow自身も共倒れになってし
まっているo
8. VES生産関数
Shaikhの提示した問題は直接的にはCD関数に対する批判であるが、同様の批判はCES
関数にも当てはまる(Felipeand McCombie[ 5 J)。他方、それらの批判とは全く別に、 CES
関数をさらに一般化する方向で開発されたものがVES(Variable Elasticity of Substitu-
tion)生産関数と見ることができる。このグループに属する生産関数もかなり多く提示されて
いるが (Nadiri[15Jを見よ)、それらの中から一つの例を取り上げてみよう o
たとえば、先の(18)式におげる説明変数に新たにln(x)を追加すれば、
ln(y) =α+βln(ω)+γln (x) :α，β， l'は定数 (49) 
という推定式ができる。一般に、説明変数が増えれば決定係数の値が大きくなることが知ら
れているが、上の式の場合は、 ln{y)とln(k)との関連が強いことはCD関数からも推測でき
る。従って、データにもよるが、(18)よりも (49)式の方がよい推定結果をもたらすかもし
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れない。もし結果が良好であれば、上の式を変形することによって次の式がえられる。
y-ρ= aK-mp L-O-m)p+ bK-p (50) 
ただし、 a、bおよびmは定数である。これがLiu-Hildenbrandによる VES生産関数であ
るo この場合には代替の弾力性は次の式で与えられる (Nadiri[15]， p.460)。
σ(m) = 1 / [1+ p -mp /8] 
上の生産関数の形を見れば、もう一つ複雑な関数に一般化しようと考えるのは自然な流れ
であろう o それがKadiyala([9])によって示された次のような生産関数である。
Y2P=E (t) (ωl1K2p+2ω12K也市+fR122L2.ρ) (51) 
なお、「効率ノ守ラメーターJE(t)は時間tの関数、 Cおよびηは定数として、 c+布=2p、
そして ω11+2ω12+的 2=1である。
上の式は中立的な技術変化を仮定しているという意味で、まだ一般的な生産関数とはいえ
ない点もあるが、ここまで一般化が進むと逆に気懸かりな問題が生じる。すなわち、先述の
(42) または (43)式という制約条件との関係はどうなるのか、ということである。もう一
つ、もしry=f(x)Jという生産関数が存在すると仮定しているなら、 MP説によって、 ωは
またxの関数でもある。そうなると、たとえば (49)式においては ωとxとの聞に多重共線
性が生じる可能性が大である(実際、私自身が試みた限りにおいて、 1950年代から90年代の日
本のデータを利用した場合には多重共線性が生じる)。
また、特に (51)式の場合には、この関数のパラメーターがどのような方法によって推定
されるか関心のあるところではあるが、私の知る限り、その方法はまだ示されていない。も
し (49)式と同様の間接的な方法で (51)式を導出しようとすれば、説明変数は3個必要で
あり、被説明変数と合わせると 4個の変数になる。しかるに、 (43)式によって 4個の変数の
聞の関係はすでに確定しているのである。
9. もう一つの生産関数
もう一度(49)式を取り上げよう。この式は、所得分配式(43)を考慮すれば、
ln (y) =α+βln(y-rx) +γln(x) 
と変形できるo そうであれば、 yはγとhとの関数と読み替えることができるから、次のよ
うな式もまた「当てはまりJのよい推定結果が期待できるだろう。
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ln(y) =α+βln ( r)+ yln (x) (52) 
実際に Solowのデータを用いて推定した結果は次の通りである。
ln(y) = 1.905 +0.981In(r) +0.937In(x) 
(10.1) (23.0) (14.4) 
RR=0.9458， SE=0.051， DW=1.30 
この式もそれなりに信頼度の高い結果であるo 従って、 MP説を仮定するならば、 (52)式か
らも一つの生産関数を求めることができる。その結果として、
Yl-p = aK1-yp L (yllp + bL1p (53) 
がえられる。ただし、 αおよびbは定数、 μ=1/β である。この関数は (50)式と対比するこ
とができる。また (53)式は、一見して Bruno([3J)によって導かれた VES関数に似てい
るが(たとえば、 Yl-p=V， L1-p=Nと置き換えれば、全く同じタイプの生産関数になる)、
導出の手続きは異なるo
いま技術変化の取り扱いの問題は無視するとして、考えられる生産関数は他にもある。た
とえば、 (37)式もまた変形することによって別の生産関数になる。要するに、 y、ω、rおよ
びxという 4個の変数の中から何らかの相関関係があると考えられる複数の変数を適当に
選び出し、(4 )式のような形の関係を仮定すれば、推定結果によって異なったタイプの生産
関数を導くことができる。
10.おわりに
本論における要点をまとめておこう。 1次同次の生産関数を実証的に求める際には、まず
fy=f(x)Jという関係式を前提とする。その他に、 (42)式という制約条件を考慮する必要
がある。実証的に生産関数を導出する際には少なくとも以上の二つの式を前提にしなければ
ならない、ということである。従来の生産関数の推定に当たっては、しばしば (42)式を考
慮した形跡がない。従って、仮に信頼度の高い推定結果に基づいて生産関数を導いたとして
も、それが純粋に投入量と産出量との聞の技術的な関係を表すものか、保証はない。
所得分配の恒等式が示唆する問題をもう一つ追加する。 MP仮説を承認する立場からすれ
ば、 λ=Aであるから、(10)および (44)式より、
A= 8g(B) + (1-8)g(C) = 8g(r) + (1-θ)g(ω) 
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が成立しなければならない。実際、付表一2を用いて (44)式から λを求めるなら Aの値と
一致する。上の式は 8の任意の値に対して成立するものである。ということは、技術変化が
中立的であるかどうかに関わらず次の関係を仮定してもよいということである。
g(B) =g(r)， g(C) =g(w) 
ここに至って、 Solowの測定法においては技術変化に関する中立性の仮定はむしろ不要で
ある、ということがわかる。掲載された各年のg(r)およびg(ω)の値を見ることによって、
( i )もしがけ=g(w)宇 Oならば、ヒックスの意味での中立的技術変化があった年、
( i )もしg(ω)宇 Oかつg(γ)= 0ならば、ハロッドの意味での中立的技術変化のあった年、
( ii)もしg(ω)= 0かつg(γ)宇 Oならば、ソローの意味での中立的技術変化のあった年、
(iv)それ以外の場合は偏りのある技術変化のあった年、
というように判断すればよいことであるo
なお、本論においては時系列のデータを対象としたが、クロスーセクション・データを利
用してマクロの生産関数を求める手続きの問題に関しては Brown([2])による批判を見るだ
けで充分であろう。
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